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第５回関西広域連合協議会 議事概要 

 

１ 日 時 平成２５年１０月２４日（木）午後０時３０分～午後３時００分 

２ 場 所 大阪府立国際会議場 ３階イベントホールＡ 

３ 出席者 

【協議会委員】 

秋山会長、新川副会長、伊藤委員、児玉委員代理（佐藤委員の代理）、樫畑委

員、信田委員、藤原委員代理（森委員の代理）、保科委員代理（柏原委員の代

理）、福島委員、西村委員、多田委員、中島委員、道辻委員、畑委員、渡邉委

員、井端委員、高杉委員、大森委員、成川委員、魚谷委員、川端委員、須藤委

員、内藤委員、清原委員、土井委員、秋田委員、岩成委員、山口委員、岸田委

員、松﨑委員、北村委員、加藤委員、山本委員、西田委員、波床委員、中島俊

雄委員、安田委員、木田委員、西廣委員、谷本委員、清水委員代理（戸田委員

の代理）、中野委員、杉浦委員、中田委員           （４４名） 

【関西広域連合】 

   井戸連合長、仁坂副連合長、山田委員、飯泉委員、竹山委員、西嶋副委員、小

西副委員、林副委員、塚本副委員、中村副委員         （１０名） 

４ 議 事 

（１）秋山会長挨拶 

 本日は、皆さんのご意見でまとめました次期関西広域連合広域計画について、それ

から地方分権の推進状況について、また、これのみにかかわらず、広域連合の将来像

とか、あるいは運営のあり方、これについても皆さん方の幅広いご意見を賜りたいと

思います。 

 議論に先立ちまして少し私見を、広域連合のあり方などについて述べさせていただ

きたいと思います。 
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 まず、ハーバード大学教授のジョセフ・ナイ先生がお書きになりました「なぜ政府

は信頼されないか」という本の中で、連邦政府をちょうど広域連合に置きかえますと、

我々の示唆に富んだお話になるんじゃないかなというふうに思っておりますので、引

用させていただきたいと思います。大変厚い本で、要約しまして、勝手にこっちが解

釈いたしまして話をさせていただきたいと思います。 

 最初に、行政というのはいつも効率が悪いというふうに世論にたたかれているとい

うのが現状ではないかなと思います。しかしながら、効率が悪いからといって効率を

上げるためだけに府県の仕事を連合がするのでは、むしろ社会的信用を失ってしまう。

それよりも全体の仕組みとか、全体が切磋琢磨して努力できるような仕組みづくりを

やるべきだということであります。 

 それから、連合になりますと、どうしても住民の声が届きにくくなるということで

すので、連合においては府県以上に住民の方々の声を聞く努力をすべきだということ

も書いてあります。 

 また、経済成長率が落ちると不満が出てくるので、やはり地域全体での経済成長を

図るような思惑が大事じゃないかなと思います。そういたしますと、関西広域連合の

場合には、広域的な社会資本整備、これはソフト・ハード両面を含めまして充実して

いくことが非常に大事だというふうに思います。 

 それから、この本で指摘している中で注目すべきは、これから情報化が進んでくる

ので、そういった情報ネットワークを広域で形成することと、それから情報の貧富の

差といいますか、情報貧民が多く出てくるんで、こういったものの救済を広域的に考

えていくべきではないかというふうなことを述べております。こういったことを参考

に、これから皆さんでいろいろとご議論していただきたいと思います。 

 それから、当面する課題につきましては、お手元に広域連合の当面する課題という

試案を配らせていただいておりますけども、これを参考に述べさせていただきたいと

思います。 
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 最初に、関西の競争力強化ということでありますけども、関西の経済の現状を見て

みますと、ＧＲＰ、地域内総生産、これが関西全域と、東京都一都市だけのＧＲＰと

比べた場合に、東京の85％まで落ちてきてしまっております。それだけ東京一極集中

が進んだということもありますけども、関西の経済力が相当落ちてしまっているとい

うことが問題ではないかなというふうに思います。今や全国の15％ですから、７分の

１、一地方都市になってしまったと言っても過言ではないというふうに思います。 

 そういった中で、お手元にありますように2020年問題、これは聞き慣れない言葉で

ありますけども、勝手にこちらがつけた名前でございます。これはオリンピックを契

機に日本に大きな構造変化が起こるんじゃないかなというふうに思っております。 

 その一つ目は、オリンピック開催後の日本全国の景気後退であります。前回の39年

東京オリンピックのときも、倒産件数が２倍、３倍になり、山一証券問題とか山陽特

殊製鋼の倒産とか非常に大型の倒産が増えて日本経済が混乱に陥りました。その時は

後の高度成長で救われましたけども、今度はなかなか経済成長というのは難しいじゃ

ないかということで、やっぱり2020年のオリンピックまでは非常に盛り上がるけど、

その後の経済をどうするかということと、恐らく東京一極集中が今よりもっと進んで

しまうんじゃないかなということで、これ以上、一極集中いたしますと頭でっかちの

経済で全体のバランスが崩れます。そういったことで日本経済成長全体にとっても決

して望ましいことじゃないのではないかということがあります。 

 それから、今、東京オリンピックでみんな盛り上がっていますけども、これが終わ

りますと目標喪失といいますか、みんな意気消沈する可能性があるんじゃないかとい

うことで、こういった2020年問題を抱えながら、関西といたしましては経済全体の沈

下しつつあるものをどう取り返していくかということが大変重要になってくるんじゃ

ないかなと思います。 

 そのための課題は非常にたくさんあると思いますけども、特に今、当面する問題と

いたしましては、お手元の資料にありますように、関西の競争力強化が第一の問題で
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ございます。これは国の要請に基づきまして、近畿ブロック地方産業競争力協議会と

いうものを設置することになりました。そして、年度内にある程度、関西の活性化の

方策を挙げるということであります。そういった意味で、この協議会の中でいろいろ

議論していただいて、連合委員会に投げさせていただくということになるかと思いま

す。いろいろ切り口はあるかと思いますけども、その一つは環境づくりをどうするか、

産業が成長するためのいろいろな環境を作っていくということが非常に大事だという

ことは申すまでもないことだと思います。 

 もう一つは、私たちが問題にいたしますのは、今回の関西の景気後退といいますか

低迷、これの一番の影響は、起業家精神がなくなってきたことじゃないかなと思いま

す。関西の企業でも、もちろん元気な企業はたくさんありますけども、全体が自己防

衛的になって、余り積極的に地域の発展とか全体の発展というものを考えなくてなっ

てきているということで、やはり経済の原則というのは自利他利といいますか、自分

も儲けるかわりに地域なり国なりの発展も考えるということが基本だと思います。こ

ういったアニマル精神をどう取り戻すかということ、これは企業が考えろと言われれ

ばそういうことでございますけども、皆さんが消費者であり、また株主である皆さん

からもいろいろご知恵を借りて、関西の企業の起業家精神を取り戻すということが非

常に大事じゃないかなというふうに思います。 

 それから、産業競争力強化のための具体策をどうするかということが大事だと思い

ます。もちろん今、国が進めています国家戦略特区、これは規制緩和の突破口として

は非常に大事なものだと思いますけども、これはあくまでも政府主催の楽市であり、

それだけでは面的な広がりは難しいじゃないかということで、それを契機とするのは

いいことだと思いますけども、地域全体で経済の発展というものを図っていくという

ことが必要じゃないかと思います。これも皆さんに議論していただきたいと思います。 

 私は、この関西活性化のキーワード、これは地場産業と中小企業、それから女性と

シニアの力を活用するということではないかなと思っています。関西には非常に強い
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地場産業、中小企業があります。また、女性が非常に活発です。それから、今度、シ

ニアオリンピックもいたしますけども、シニアの力、こういったものを活用していく

ことが関西の力になってくるんじゃないかなというふうに思います。 

 それから、競争力強化のための手段としましては、広域的な社会資本の整備という

ことが非常に大事になってくるんじゃないかなというふうに思います。幸い国土形成

計画によりますと、全国広域計画が策定されてから５年がたちます。10年ごとに見直

すということになっていますんで、今からその準備をしていく必要があるんじゃない

かなと思います。 

 まず、国に対して国土強靱化計画法を内包したような形で、どういった日本をつく

るのか、そのためにどういった全国広域計画を作るのかということを関西から提言し

ていったらいいんじゃないかなというふうに思います。そのためには、提案する前に、

関西がどんな未来像を描くのかということも非常に大事になってくるかと思います。

関西はこんな関西にするよと、日本はこんな未来の日本にするべきだということで、

国土交通大臣が主管しておりますので、大臣のほうに、まず策定に向けての動き出し

を提案していくということが大事じゃないかなと思います。そのためには、関西の未

来像を作らなきゃいかんということで、我々としましては、できればこの協議会の中

に産官学一体となりまして、どんな関西にするんだというワーキング、こういったも

のを作っていったらいいんじゃないかなと思います。 

 大変前置きが長くなりましたけども、本日は幅広い立場から広域連合のあり方、あ

るいは運営、その他についてご議論をいただければ非常にありがたいと思います。 

（２）井戸連合長挨拶 

 秋山会長から、大変示唆に富んだ今後のこの協議会や関西広域連合に対しますアド

バイスを頂戴いたしました。どのような形で進めていき具体化していくか、共通の課

題にさせていただければ幸いでございます。ありがとうございます。 

 また、協議会の運営のみならず幅広い見地からのご指導をよろしくお願いを申し上
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げる次第でございます。 

 第２期目のこの協議会の始まりでございますので、これまでの広域連合の動きも含

めまして、ご挨拶を申し上げさせていただきたいと存じます。 

 関西広域連合は、関西の復権と創造を目指しまして、多様な個性と強みを持つ２府

５県が力を結集して地方分権改革の実現、関西における広域行政の展開、国と地方と

の二重行政の解消のため22年12月に設立されました。間もなく３年を迎えます。 

 平成24年８月には府県とほぼ同等の権限を持った４政令市全てが加入していただき

ました。関西全体の広域事務を担う機関として、この広域連合に機能や事業執行力が

関西全体として担保されたことになります。一層、一体的かつ効率的な事業の展開を

行っていく必要がある、このように認識しております。 

 この間、広域防災など七つの広域事務を進めておりますが、平成24年３月に各分野

の具体的な事業を掲げました分野別計画を策定し、この計画に基づく取り組みの本格

化を進めています。東日本大震災の際のカウンターパート方式による被災地支援です

とか、複数機の運行によりますドクターヘリなどにつきましては着実に成果を上げ、

皆様からも評価をいただいております。 

 また、新たな広域課題としましては、関西全体の広域インフラ整備の基本方向や中

長期のエネルギー戦略の検討、関西イノベーション国際戦略総合特区の推進、国家戦

略特区の提案にも積極的に活動を展開しております。 

 国の出先機関対策とか地方分権改革についてでございますが、まず国の出先機関の

移管につきましては、国の状況が大きく変化しています。しかしながら、引き続き煽

動的なモデル事業として、国の出先機関の丸ごと移管を関西広域連合が受ける、この

基本方向で強く国に主張してまいります。 

 道州制につきましては、国主導の道州制が一気に進展することがないように、地方

分権を推進する立場から課題を積極的に提案し、引き続き法案の動向を注視し、必要

な場合には必要な対応を行います。 
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 今は本協議会の有識者によります道州制のあり方研究会が取りまとめられる最終報

告を踏まえまして、連合議会を含めた関西広域連合としての道州制に対するスタンス

を明確にしていこうと考えています。 

 広域計画は後ほどご議論を賜るわけでありますが、設立時に策定した広域計画の改

定作業を行っております。現在、来年３月の連合議会での議決がいただけますよう、

議会はもとより有識者や管内市町村など、幅広いご意見をいただきながら作業を進め

ています。本協議会におきましても意見交換のテーマとしておりますので、どうぞよ

ろしくお願いを申し上げます。 

 次期広域計画では、現行広域計画の取り組みを総括しつつ、関西の目指すべき将来

像を実現するため、今後３年間の戦略として七つの広域事務の重点的な取り組み方針

や成長する広域連合として対応すべき新たな広域的課題への対応を明示したいと考え

ています。 

 また、共同実施いたしております資格試験等についてでございます。各府県から事

務を持ち寄って実施しております資格試験・免許等につきましては、７月14日に調理

師と製菓衛生師の試験を実施しました。８月23日は合格発表しております。准看護師

につきましては、来年２月に最初の試験を実施する予定であります。引き続き総力を

挙げて対応してまいります。 

 首都機能のバックアップ構造の構築については、これまでにも関西がその役割を果

たすべきだという意味で、関西の経済団体等との国への働きかけを行ってまいりまし

た。国におきましても、首都機能の代替拠点につきまして基礎調査を実施したり、あ

るいは社会全体の業務継続体制の構築に向けた概算要求などの新たな動きも見られま

す。引き続き関西がバックアップ拠点として最適であることを国や民間企業に広く発

信してまいります。東京でもシンポジウムなどをやろうと考えているものでございま

す。 

 広域インフラについての検討でございますが、今年３月に取りまとめました広域交
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通インフラの基本的な考え方、これを踏まえまして、関西都市圏の拡大や交通体系の

リダンダンシーの確保などに向けまして関西圏の広域交通ネットワークの検討を行っ

ております。今後、北陸新幹線敦賀以西の米原ルート案やリニア中央新幹線の全線同

時開通の実現などを国に対しまして要請しますとともに、関西主要港湾の広域的な連

携などの検討を進めてまいります。 

 節電やエネルギー対策でございます。夏冬の電力需給検証を行い、それに基づきま

す対策を進めてまいります。あわせましてエネルギー全般に関する計画について、関

西における望ましいエネルギー社会の実現に向け、目指すべき将来像や目標、その実

現に向けた取り組みにつきまして、専門家の意見や国、関係団体との協議を踏まえて

検討を重ね、今年中には取りまとめたいと考えております。 

 特区戦略の推進でございます。関西経済の浮揚に向けた取り組みであります関西イ

ノベーション国際戦略総合特区につきましては、事務局を官民一体として推進すべく

設けまして推進を図っております。加えて、国の成長戦略の一つであります国家戦略

特区につきましても、再生医療を初めとする先進医療分野などの分野に大胆な規制改

革や税制措置を集中的に行うことにより、国際的なイノベーション拠点を形成するこ

となどを主眼とした提案をいたしました。今後はこれらの具体化に向け、提案自治体

や事業所とともに取り組んでまいります。 

 このように七つの分野の取り組みを本格化させる一方、広域連合のあるべき姿や関

西広域にわたる課題など、さまざまな取り組みを行う中にあって、今回、さまざまな

立場からご参加していただいております多くの委員からご意見をいただくことができ

るのは、この関西広域連合協議会でございます。そのような意味で、協議会の役割は

ますます重要になっていると言えるのではないでしょうか。 

 本日の会議の中で大きな観点から広くご意見をいただき、実り多い関西広域連合協

議会として機能されますことを期待しております。 

 どうぞよろしくお願いを申し上げまして、冒頭のご報告とさせていただきます。ど
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うぞよろしくお願いいたします。 

 

（３）意見交換 

【委員】（産業・経済・インフラ分野） 

 関西の大きな特徴の一つは、長い歴史と経験、鍛錬から培われました非常に高度で

高品質なものづくりの技術、匠の技を有していることでございます。 

 例えば、堺には刃物を初め自転車や線香、注染和晒など、伝統産業が集積しており

ます。関西には多くの日本を代表する伝統産品がございまして、世界に誇るべき関西

の宝、財産などと考えております。 

 堺の刃物のお話を少しさせていただきますと、堺の打刃物は、切れ味のよさから、

日本のプロの料理人の約95％の方々に使用していただき、絶大な信頼をいただいてお

ります。特に、昨今の世界的な日本食ブームによりまして、堺の打刃物のよさが海外

でも広がり、ヨーロッパの三つ星シェフにも堺の打刃物を愛用していただいておりま

す。ちょうど昨日、和食はユネスコの無形文化遺産に登録勧告されました。また、堺

市におきましても、アメリカの市場開拓に向けてのトッププロモーションなどを展開

しておりまして、アメリカ向けの堺打刃物の出荷が増加しております。 

 しかし、一方では、多くの伝統産業において後継者の不足や国内資本の縮小、ライ

フスタイルの変化による市場の減少など、多くの課題を抱えていることも事実でござ

います。こうした中で、関西の宝である匠の技を守り伝え、将来に継承するとともに、

高度な技術を生かし、関西の発展、活性化につなげていきたいと考えております。 

 そのために提案させていただきたいことが二つございます。 

 一つは、関西広域連合として関西ならではの匠の技が息づく伝統産業を継承・発展

させる環境を整えていただくとともに、関西ブランドとして内外への積極的な情報発

信をしていただきたいと思っております。 

 もう一つは、高度な技術を持つ人材、伝統工芸師などが関西には大勢おりますが、
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今後はその匠の技を違った分野でも生かせることができると思いますが、その橋渡し

として新たな可能性の発見、展開につながる異業種交流・連携の場を設けていただき

たいと思っております。 

 このように関西の高度な匠の技を継承・発展させることは、関西広域連合が新たな

広域計画で掲げるとしている個性や強みを生かし、地域全体が発展する関西という将

来像の基本理念に合致し、日本の伝統産品の宝庫・関西を世界に発信することにより、

関西の知名度の向上、ひいては関西経済の活性化につながるものと考えております。 

 

【委員】（観光・文化分野） 

 そちらに書いてあるものをまず読ませていただきますが、「増大する航空需要に対

処すべく神戸空港を関西空港の補完空港として位置づけていただきたい。ＬＣＣチャ

ーター機の専用空港としても、利便性の高い神戸空港はコストパフォーマンスの点か

らもすぐれていると思う」。私は、これからの航空需要を見据えたときにまだまだ弱

いんじゃないかというふうに思っております。皆さんに申し上げるまでもなく、我が

国の背骨に当たる新幹線、最も枢要な交通手段であるそれに約20分で接続できる神戸

空港というのは、社会資本としても今のままでは大変もったいないというふうに思っ

ております。 

 30数年前のことからご存じの方はご存じいただいていると思いますけれども、これ

にはいろんな経緯が、国の意向に反して当時の市長選挙で推進派が負けたというよう

なこともございまして、国から見れば鬼っ子のような扱いを受けております。ただ、

そうした利便性をお考えいただいても、私はもったいないと感じています。これがき

ちっとできれば、今、ＬＣＣのお客様が随分増えておりまして、ＬＣＣは安物の方か

というと決してそうじゃないんです。そういったものを安くできて、日本できっちり

買い物とか旅行を楽しむという、そういった層もいらっしゃいますので、何とかこの

辺のところを国との調整、いろいろデリケートな問題がございますし、お隣に新国際
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空港の福島会長さんがいらっしゃいまして申し上げにくいんですけれども、この辺の

ところのネットワークをもう少しきちっとやれば、一気に、爆発的に、特にＡＳＥＡ

Ｎからのお客様が増えるんじゃないかなというふうに思います。 

 インバウンド1,000万人、これはほぼ達成できる見通しになりました。安倍政権に

なりましても、さらに一層にビジットジャパン、観光を日本の大変枢要な施策に持っ

てくるというようなことでおっしゃっていただいておりますので、このままオリンピ

ックに向けて何もしなければ、人、物、金が皆、今まで以上に東京に集まる。むしろ

これをバネにしまして、関西の観光を一元化するような施策を皆さんとともに考えて

いければと思っております。 

 兵庫県は実はパリ事務所がございまして、非常に活発に動いております。その辺の

欧米の皆さんの意向を聞きますと、まず京都に。じゃあ次、ネクストディスネーショ

ンはどこかというご相談を受けると。今は大体、広島に行かれる方が多かったようで

すけれども、関西は日本の縮図でありますし、全てのものが揃っていると思います。

富士山以外はみんな揃っている。せっかくそういった資産があるのですから、京都の

次のディスネーションを関西各地、こういったところに誘導するということが関西の

観光の大変大事な点だと思いますので、皆さんとご協力をしながらこういった点を進

めていければなと思っております。 

 

【委員】（医療・福祉分野） 

 広域医療については、まずドクターヘリの活用は救急医療体制にかなり有効に活動

されているということを聞いております。それから、南海トラフ地震などの災害に対

する広域医療体制、これについても計画がかなり進んでいるんじゃないかという意味

からは、評価したいと思います。 

 それで、今後の専門医療としては、がん対策、特に治療について、手術とそれから

粒子線治療などの放射線、それから化学治療、分子標的薬品などを使った、そういう
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ことをこれから広域でやっていく必要があるんじゃないかと思います。 

 それから、体全体を診察できる医師、ジェネラルフィジシャン、専門医はたくさん

おるんですが、特に若い人たちのジェネラルフィジシャンの育成、これもこれからや

っていく必要があるんじゃないかと思います。 

 その他については、このたび和食、これがユネスコの無形文化遺産に登録されると

いうことで、関西は産業、経済、観光、文化、学術、どれをとりましても非常に優れ

たものを持っていると思います。だから、これからは東京一極じゃなく双眼の構造、

これは今、事務局のほうでそういうことを進められていますが、これをぜひ打ち出し

ていただきたい。 

 この施策をするときは、先ほどパブリックコメントの話、それから秋山会長の話も

ありましたが、やはり住民の視点に立って進めていくということ、それからもう一つ、

関西全体を売るときには、もちろん東京は別として、ほかの地域の住民の人といいま

すか、その人たちに関西の良さを理解していただくという、この努力も非常に大事で

ないかと思います。 

 

【委員】（防災分野） 

 我々は阪神・淡路大震災を経験していろんなことを学んだわけでございます。自主

防災組織とすれば、大災害が起こった時、行政が麻痺をしてしまうということ、救出

活動がなされなかったということも我々の記憶にあります。それで、我々自主防災組

織のほうでは、私たちは一人では生きていけないことと、助け合うことの大切さとい

うことを阪神・淡路大震災で学びました。 

 それからまた、広域にはなるんですけども、南海トラフ地震が発生する確率という

ものが日に日に高まっております。我々防災福祉コミュニティといたしましては、小

学校区単位でそれぞれ防災福祉コミュニティを立ち上げ、東南海・南海地震に備えて

今、地域住民の輪をもって取り組んでいこうと思っております。ただ、あくまでも
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我々自主防災組織であるということで、そこには限界があるのではないかなと思いま

す。南海トラフ地震が広域に発生した場合、我々の自主防災組織が、お互いがどのよ

うな連携がとれるかということを今後しっかりと勉強して役に立っていきたいと思い

ますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 

【委員】（コミュニティ等分野） 

 私は、自治会関係のほうから、防災関係についてのことでお尋ねということでござ

います。 

 私たち自治会からは、いろいろと先ほどのお話もございましたように、防災訓練、

こういうものは常に行っております。そういった中で、まずは広域防災局のパンフレ

ットは、関西の防災・減災、平成25年３月に作成しておられます。住民や事業者が自

ら実践できる取り組みにおける例示は既にそれぞれ市町や自治会において取り組んで

いる内容でございます。ですから、これに対して広域連合といたしましては、これら

の活動をそれより以上に生かす効果的な方策が果たしてどういうようなものをお考え

があるだろうかということをお尋ねしたいものでございます。 

 自治会活動というものは、行政のお手伝いもしながら皆さんのお世話もさせていた

だいているということでございます。１人１人の住民になくてはならない活動してい

るのが自治会ではなかろうかと思っております。 

 といいますのも、それぞれの行政で決まったものを１人１人の住民に隅から隅まで

伝える、またお世話をさせてもらうというのが自治会活動でございます。そういった

中で、ここにご出席の皆さん方も諸先生方も、一応、お住まいされておられる家の中

で、毎日の生活を振り返っていただきたいと思います。ごみの当番や溝の清掃、そし

て防災訓練や地域のさまざまな行事に何か呼び出しがあって参加されたこともおあり

でなかろうかと思います。そういった中で、みんなが本当に１人１人が助け合う、皆、

仲よくスクラムを組んで活動するというのが、皆さんとともにするのは自治会でござ
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います。 

 そういった中で、今、まだはっきりはしていませんが、災害時に要援護者の支援を

自治会で行うということで取り組んできております。そういった中で、先ほどの防災

訓練で避難をするときに、援護者、この方をどうして今度は避難所まで連れていくか

ということが、それぞれの地域によって異なってくると思うんです。そういうものに

対しての援助関係もお考えいただいておるのかどうか。 

 実際に避難場所へ行ってみて、夏場、冬場、これもいろいろとございます。夏の時

も冬の時も一緒に訓練をしておりますが、取り組んだ中で、本当にこれでいいんだろ

うか、皆さん方が避難して足腰を伸ばせるんだろうかということもいろいろと考えら

れることがございます。そういった点について、今後の広域のほうのお考えをお聞き

をしたいと、こういうことでございます。 

 

【委員】（有識者分野） 

 関西の将来像に関係する部分ですけれども、アジアのハブ機能を目指すという方向

性が示されておりますけれども、単にアジア、つまり世界に開かれているというだけ

では、ハブとしては不十分ではないかというふうに思っております。 

 つまり単なる乗りかえ拠点ではなくて、国内にも開かれてなければ、それは世界か

ら見て関西が日本の縮図には見えないということになってしまいますので、少なくと

も西日本に対して開かれている必要があると思われます。 

 それから、これは最近の国土計画の方向性ですけれども、自立したブロックという

のが一つのキーワードになっていますけれども、自立は確かに重要な視点であります。

ですが、関西が世界の拠点となって、首都圏と関西とで双眼構造を実現するならば、

この「自立」は「自閉」ではいけないと思っております。少なくとも隣接するような

ブロックと交流するような、そういった視点が盛り込まれている必要があるのではな

いかと思っております。 
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 それから、権限の移譲についても議論されているかと思いますけれども、必要に応

じて日本全体の能力を引き出すようなシステムが同時に備わっていなければ、これは

単に国を分割して小国をつくり出すだけのことになってしまいかねません。小国がつ

くり出されると、日本という大国が世界から消滅することになってしまいかねません

ので、これは要注意かと思われます。 

 首都機能のバックアップについては、これは基本的には自然災害、大地震がベース

になった議論です。自然災害ですので、議論が長引いているからといって地震の発生

を遅らせてくれるというわけではありません。実現の目標年次を設定したほうがいい

かと思います。 

 それから、首都機能のバックアップについては、自然災害の種類としては首都直下

地震とそれから南海トラフ地震、この二つが大きなポイントかと思われますけれども、

それぞれ発生確率のようなものが計算されておりますので、それぞれどちらかが起こ

った場合、具体的な施策の内容をそれぞれについて議論しておいたほうがいいかと思

われます。施策の優先順位なんかがそれで決まってくる可能性があります。 

 広域インフラに関しましては、実は関西圏は首都圏に比べて人の流れの面で広域交

通の整備が著しく遅れています。こう言うと大阪の方は、そんなことはないと反論さ

れる方が多いんですけれども、気がついてみますと、首都圏からは新幹線でほとんど

のところに行けるようになっています。間もなく北海道南部と北陸も新幹線で行ける

ようになります。ですが、関西圏が頼りにしているのは東海道山陽新幹線とその先に

つながっている九州新幹線だけです。 

 北陸新幹線や中央新幹線に関しましては、その経路、あるいは整備方法についてい

ろんな意見が出ております。しかし、その議論を見ていますと、議論の対象となって

いる問題が、残りの工事区間の沿線の利害関係だけで議論されてしまっている傾向に

ありまして、関西圏全体、あるいは関西と交流する地域全体、あるいは国全体にとっ

て何が一番いいのかということが実は余り議論されておりませんので、それについて
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議論したほうが良いかと思われます。 

 中央新幹線については、1973年に基本計画になっております。ですが、40年ぐらい

前ですけれども、この基本計画を立てるときには全国新幹線鉄道整備法という法律の

下に全国新幹線鉄道整備法施行令というのがありまして、この第２条に沿って基本計

画が立てられることになっております。その際に、輸送需要、時間短縮、経済効果、

収支、他路線への影響等の調査を経た上で基本計画を立てろというふうになっており

ます。ところが、1973年当時は、時速250キロ程度の新幹線しか技術的に実用化され

ておりませんでした。ですから、‘73年に立てられた基本計画というのは、時速250

キロ程度の乗り物を前提にして立てられております。後に四全総の段階で中央新幹線

を時速500キロ運転すべきと変更されているのですが、正式には中央新幹線計画基本

計画はこのときには見直しされておりません。つまり本当は前提条件が変わったとき

に再調査と基本計画の再決定が必要だったんですけれども、はっきり言って手続に不

備があります。 

 速度が倍違えば、鉄道網状の中央新幹線の役割はかなり違ったはずなんですけれど

も、その議論はされずに、時速500キロの乗り物がどういった地域を結ぶべきかとい

う議論はなされないまま、当時、地図上に引かれていた中央新幹線の経路をそのまま

流用して現在の整備計画が立てられております。 

 整備計画への格上げの審議の過程で、後づけで整備を時速500キロでやった場合、

どういう影響があるかという細かな調査結果が示されておりますけれども、これは計

算結果が正しいということを大学の先生のお墨つきを幾つかつけているという念の入

れようなんですけれども、計算制度以前に手続の面で合理性を満たしていない可能性

があります。 

 それから、中央新幹線計画に関しては、関西への延伸時期が遅いであるとか、経路

がどうであるとかという議論でよく出て、そのたびにＪＲ東海がやり玉に上がってお

りますけれども、民間会社ですので、決まった国の施策に沿って彼らが負担できる最
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大限の資金計画を立ててやっているという段階の状況にありますので、実はＪＲ東海

が早期開業、あるいは経路の要求相手ではありません。実は、ほとんど何も発言をし

ていない国が本当の相手になると思っております。 

 

【委員】（公募委員分野） 

 今回は、おもてなしのこころ豊かなヤングの育成をめざしてということで、2020年

まで、おもてなしというのがかなりキーワードで行き来すると思いますので、オリン

ピック、パラリンピック、特にパラリンピックのほうにも強調したいとは思うんです

けれども、公式の開催準備が進められている中で、多くの観光客とか人がいる。特に、

東南アジアからもたくさん人が来られると思いますけども、そこで関西のいい点をど

ういうふうにアピールしたからいいのか。そういうときにキーになるのは、超一流の

技術ではなくて彼らの身の丈にあった技術をいかに示して、日本はこうやって豊かな

環境を作ってきたんだよと、そういうことが教えられるようなことができれば最高だ

なと、そんなふうに思っております。 

 それで、具体的に何していくのかと考えたときに、滋賀県では学習船「うみのこ」

をやっている。実は私の子供もお世話になって、非常にありがたい経験だったんです

けども、現在も活発に活動されていまして、県下及び淀川水系の小学校５年生が１泊

２日の集団生活をして交流を深めている。テーマは恐らく環境保全でしょうけれども、

これを例えば、おもてなしですとか、そういうように発展したらどうかなと思います。 

 たまたま和食というものも話題になってきましたし、クッキングとか、そういった

ものも学習の場としておもしろいんじゃないかなと思います。 

 地域的には淀川水系というと、当然、水の問題ですけれども、もっと関西広域連合

組織下の小学校という枠まで広げていけば、関西広域連合といいましても、多分、構

想から数年たっていると思うんですけども、一体感というのがまだそんなに醸成され

てきてないんじゃないかと思います。そういったときにヤングからそういう雰囲気を
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盛り上げていくというのも大事じゃないかなと。たまたま小学校５年生というのがち

ょうどいいきっかけになるかなというふうに思いました。それで、2020年まで数年こ

ういう活動を続ければ、多くのヤングが一体感を持って学んで、一つのテーマで広域

という意識を持ってくるのじゃないかと思います。これからもいっぱい議論されると

思いますけど、諸問題解決でも若者らしい解決策というのも提案してくれるかもしれ

ないなと、そんなふうに思いました。 

 

【委員】（近畿ブロック地方団体等分野） 

 まず本四道路の一律料金化実現を踏まえた事業展開についてでありますが、平成22

年12月の関西広域連合設立後に、まず最初に、政府への提言に取り組まれ、念願の本

四道路全国一律料金化が平成26年度にいよいよ実現をする見込みでございます。 

 これまで平成の関所と言われてまいりましたが、本四架橋がまさに夢のかけ橋へと

変わろうとしております。関西広域連合には広域観光・文化振興、広域産業振興など

広域の事務に関する取り組みといたしまして、一律料金化のメリットを生かした観光

客の誘致の促進策や、また地域経済の活性化策など、四国と近畿との交流がさらに活

発な事業展開を期待いたしているところでもございます。 

 次に、広域連合と市町村との関係について要望をさせていただきます。 

 地方自治におきましては、住民に身近な行政サービスを担う市町村と広域行政を担

う府県との間は、連携と信頼関係の構築が極めて重要であります。関西広域連合が関

西地域全体の発展を目指すのであれば、当然のことながら広域連合管内の市町村との

理解と協力は不可欠なものであると思っております。関西広域連合はこれまで東日本

の大震災における市町村との合同チームによるきめ細かな被災地支援や、府県を越え

た広域的なドクターヘリの運行による救急医療体制の充実など、市町村行政にとりま

しても大きな貢献をしてきていただいております。そうした認識をしておりますけど

も、まだまだ市町村にとりまして、広域連合の取り組み成果を実感できてないという
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ところも多々ございます。 

 現在、関西広域連合では、これまで３年間の取り組みを総括し、今後目指すべき関

西の将来像や平成26年度からの３年間の取り組み方針を定めた次期関西広域連合広域

計画を策定中と伺っております。平成26年度からの次期計画においては、市町村が広

域連合のメリットを十分実感できるような取り組をぜひとも積極的に推進されるよう

強く要望をいたすところでございます。 

 

【委員】（公募委員分野） 

 きょうは初めてですので、ざっくりと関西広域連合の果たす役割と課題について、

二つのことをご提案させていただきます。 

 まず一つ目は、広域連合の地域スケールについてです。 

 これまでの市町村合併では、行政の効率化に重きを置いて行われてきたようですが、

それが本当に住民の生活の質や地域の豊かさにつながったかどうかを改めて再考する

必要があると思っています。 

 さらに今、道州制からコミュニティ社会まで、さまざまな単位の提案がある中で、

広域連合という規模がガバナンスのあり方としてどう評価し位置づけられるかを、私

自身、今回こうした場に参加させていただくことになり、改めて考えさせられました。 

 さて、広域連合で私が一番に思い浮かんだのが、既に計画書の中にも一部書かれて

いる琵琶湖・淀川水系の保全・利用についてです。この関西全体にとって大切な自然

資源は、今は管理主体である滋賀県と受益者である下流府県とが分離しているので、

それが持つ多様な価値をどう評価し、その効用と負担をどう受け持つかという仕組み

づくりは難しいと思います。こうしたことを適切に実施していくことがガバナンス主

体としての広域連合の役割ではないでしょうか。 

 淡路島にはﾀｽﾞと呼ばれる水利権を持つ人たちの共同体があります。そして、私た

ち地域では、昔から同じ川の水を飲む者は同じ文化を持つと言われています。さらに
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このような流域の生態系のつながりを重視した地域区分というバイオリージョナルの

視点から地域をとらえ直すことも関西広域連合の大事な一つのテーマだと思っていま

す。 

 次に、関西の位置づけについてですが、東京一極集中の弊害が顕在化し、震災や原

発事故など大規模な災害が懸念される時代に、関西が国全体の中で果たす役割は今こ

そ大事になっていると思います。東京を補完するための役割は重要でしょうが、それ

以上に多様性と、それがもたらす安定性こそが重視される時代に、関西の役割は単に

第二東京ではないと思います。今の日本の社会が抱える多くの問題が、グローバル化

がもたらした豊かさの代償として生じたと考えるならば、改めてローカリゼーション、

つまり日本本来の文化、思想、価値観を再生し、この国が両者のバランスがとれたも

のになるのは大事なことではないでしょうか。ただし、これには明治以降の西洋化の

歴史にまで逆上る議論が必要かもしれません。 

 今、持続可能な社会づくりを世界中が模索をしていますが、その中で東京が目指す

ような輝く未来像と対置して、地域が主体の懐かしい未来像というのが提唱されてい

ますが、これなどは広域関西のあり方に大きな示唆を与えると感じています。 

 ちなみに淡路島でも、まさに国生みの島の歴史を振り返って原点に立ち返り、これ

からの未来について模索しているところです。そのような深い議論の中から、関西が

果たす役割を見出すことがもう一つのとても重要なテーマだと思っています。 

 

【委員】（医療・福祉分野） 

各論的になるんですけども、和歌山県では東日本大震災とか紀伊半島の大水害の

教訓を踏まえまして、昭和24年に災害医療コーディネータを委嘱いたしまして、自衛

隊の協力のもと大規模な災害訓練を実施しております。 

 連合のほうでもコーディネータの養成、今年の３月21日に兵庫県で、来年の１月は

徳島で行いますけども、それから、平成24年10月に神戸空港、今年８月に和歌山県を
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中心とした訓練を行って、いわゆる顔の見える関係づくりを進めております。関西全

体で大規模災害に向かう大きな取り組みをやっていただいておるところでございます。 

 そこで、いつ起こるかわからない南海トラフの巨大地震が起こった場合、連合が全

国からの応援をしっかり受けとめまして、被災の状況に応じて的確に医療チームを導

入する必要があります。先の東日本大震災では、パートナーになりますけど、そこで

連合にも各府県の医療支援を調整するコーディネータを設置するべきであると考えま

す。そして、各府県の災害医療本部、各府県のコーディネータと広域連合のコーディ

ネータの間に衛星電話を使ったホットラインなどを設置する必要があると思いますの

で、ご検討をよろしくお願いしたいと思います。 

 

【委員】（有識者分野） 

 今回ご提案させていただきましたのは、やや抽象的な観点からのお話なんですけれ

ども、最近、世界銀行が仕事のしやすさといいますか、起業が展開しやすいランクづ

けをしたんですけども、日本はそこそこあるんですが、いわゆる業を起こす起業のし

やすさという点では最低に近いんですね。世界の最低に近いという非常にショッキン

グなデータが出てまいりました。これは今に限らず、実を言うと日本は割に昔からそ

ういうような状態であります。 

 今、関西広域、日本全体でありますけれども、求められているのは、新しい活動、

情報、アイデア、ものづくりも含めて次々に出てくる、新しいものが生み出されると

いうことが求められているわけですね。そういう意味では、それが世界一律で比較し

てますので、本当にそうかというと、やや現実は議論が必要かと思いますけども、そ

れでもどこかに仕組み上の課題、問題があると言わざるを得ないわけですね。関西広

域連合、こういう形で広域的に自治体が集まり、企業の皆さん、自治体の皆さん、コ

ミュニティの皆さんが集まっている中で新しいものを生み出す構造、仕組みをここで

中期的な展望から作っていくということが必要なのではないかというふうに思ってい
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ます。そういう意味では、やや大胆な言葉を使えば、地域経済の体質転換をこうした

広域連合の中から提案していくということも必要なのだろうというふうに思います。 

 近年、こうしたところで議論、風呂敷を広げますと世界中で行われているわけであ

りますけども、共通して言われているのは、やはり人材の問題であったり、制度・仕

組みを主管している政府・自治体、そして、もちろんイノベーションの主体である企

業、この三つがどのようにうまく連動、情報を共有し、新しいものを生み出す構造を

作っていくのか。最近よく使われている言葉は、トリプルフェリックスという言葉、

三つのらせん状の関係をいかにうまく強化して、新しい仕組み、地域のイノベーショ

ンの仕組みを地域の中に埋め込んでいくかだと思います。 

 ここで今回、一つ提案させていただきましたのは、関西広域全体に及ぶプラットホ

ームを作ってはどうか。もちろん自治体もこうした関西広域連合のこういう仕組みも

プラットホームなんですけれども、例えば産業経済に関していえば、より機動的に変

化に対応できる民間のそういう仕組みというんですか、これがこうした関西広域連合

とパートナーシップを組んでいくということも必要だろう。 

 近年、世界を見渡しますと、こうした産業経済に関して地域経済を活性化させるの

に、例えば株式会社の組織ができ、地方政府と連動しているというようなこともしば

しば見受けられるわけですね。資金的には、例えば地域づくりで名前を馳せましたＢ

ＩＤというような仕掛けもまたあるでしょうし、いろんな仕組みが今、提案され、世

界で動き始めているわけであります。 

 そういう意味で、こうした関西広域連合から日本で初めてのというか、新しいこう

いう大胆な仕組みもこれから提案していくということも必要ではないかという気がし

ております。 

 

【委員】（環境・エネルギー分野） 

私のほうからは、広域的な鳥獣保護管理についてと、もう一つは、生物多様性保
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全と農林水産業の振興と、この二つについてお話させてもらいます。 

 第一フェーズの課題として広域のカワウ管理ということをやってこられたわけです

けれども、広域連合の統一的なカワウのモニタリング、これに基づくさまざまな対策

が行われて、特に滋賀県でのカワウ対策によって、隣接県で特段、対策もやらないの

にカワウの増加が止まった、あるいはカワウが減ってきたという具体的なデータが出

ております。具体的なデータが出ているのは岐阜県と福井県ですけれども、京都に関

してはデータ的には聞いていませんけれども、若干、漁業被害がましになったという

ようなことを聞いております。これは広域に動く生き物に対して広域でモニタリング

して、なおかつ対策したということは一つの成果だと思っています。ただ、同時に、

一府県、一地域の取り組みだけでは広域に移動する生き物に対しては限界があるとい

うことも一方で感じています。 

 かつて北海道のエゾシカが一時対策を頑張ってやって減って、ちょっと気を緩めて

予算を減らしたらガバッと増えたといったような経験を私たちはしておりますので、

恐らくカワウ対策は、今がターニングポイントであろうかと思っております。引き続

き、今やっている統一的なモニタリングに基づく科学的な計画、それに従ったカワウ

対策というのを引き続き進めていってほしいと思います。 

 第２フェーズとして、次は、シカに取り組まれるということなんですけれども、シ

カについても、カワウの経験を生かして、まずは広域連合の範囲の中で統一的なモニ

タリングを行う。それぞれの地域が持っている情報の共有をして戦略的に取り組んで

いくということが重要だと思います。 

 その中で、ちょっと書かせてもらったんですけれども、シカにおける管理捕獲にお

いて、捕獲個体の確認方法について、もし可能であれば、せめて広域連合域内だけで

も同じ方法でやられるのが、その効果を検証する上に当たってとても重要だと思いま

す。それぞれの地域において、尻尾だ、耳だ、顎だってやっていると、１頭のシカが

２頭になり、２頭のシカが３頭になるといったようなことが起こりかねないことを望
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ますけれども、そういったこともありますので、是非ともそのようなことを検討して

いただきたいなと思います。 

 二つ目ですけれども、仕事で希少種、いわゆる猛禽類の生息調査だとか、増え過ぎ

たカワウやシカの対策なんかやっているんですけれども、あるときには生き物の命を

助け、あるときには大量の生き物を、人と生き物が共存するために殺すというような

ことの現場におります。そのような現場の中で野生動物と人の折り合い、どうやって

つけていったらいいのかなって日々考えるんですけれども、一つの考えに行き着いて

いるのが、本来、日本の農林水産業の持っていた自然と賢くつき合う方法を大事にし

た農林水産業が本当の意味で振興してくれたら、農林水産業が立ち直って元気になっ

てくれたら、多くの野生動物と人の間にある課題がかなり解決の方向に向かうだろう

なというふうに感じております。 

 非常に簡単に言って難しいんですけれども、次の世代の若い人が安心して農山村に

住んで、そして農林水産業に従事する、そういった地域社会、そういうものを作って

いくことが、やはり生物多様性保全だとか、あるいは鳥獣被害対策だとかと必ず繋が

ってくると思いますので、是非とも広域産業振興、広域環境保全別々じゃなくて、強

く連携して進めていってほしいなと思います。 

 

【会長】 

 本日いろいろ示唆に富んだお話がございましたけども、広域連合は改めて住民のた

めなんだということを再認識すべきだというご指摘があったというふうに思います。 

 それから、地域づくりに当たっては、単なる第二の東京ではなくて関西独自の地域

を作るべきだというお話があったかと思います。 

 それから、いろいろ交通網の体系につきましては、アジアのハブを目指すのなら、

海外のハブだけではなくて国内のハブになる必要もあるということ、あるいは関西の

交通網のネットワークの遅れが非常に目立つということで、この辺のバランスをとっ
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た全体の体系を作れというお話、あるいは神戸空港を含めた航空ネットワークのあり

方、これは先ほどのアジアのハブの話に繋がりますけども、アジアの成長を取り込む

ためにも交通網の整備が必要だというお話があったと思います。 

 それから、防災につきましていろいろご意見をいただきましたけども、広域連携の

非常に大きなねらいとしては広域防災というものがあるということと、あるいは防災

につきましてはコミュニティ、市町村、それから府県、広域連合、このおのおのの連

携というものが非常に必要だということのご指摘があったと思います。 

 それから、産業論につきましては、匠の技を生かした伝統的な産業と、逆に新しい

ものづくりをするため、こういったもののプラットホームをきちっとやっておくべき

だというお話がございましたけども、この辺は産業競争力協議会の中でいろいろご議

論いただきまして、これからの新しい産業体系のあり方というものを考えていきたい

と思います。 

 それから、広域連合が住民と一体感を持つためには、ヤングから盛り上げるという

お話も大変貴重なものだったというふうに思います。 

 まとめきれませんけど、以上をもちまして総括させていただきます。 

 この後は、全体の各知事様、それから市長様からコメントなりご意見を賜りたいと

いうふうに思います。 

 

○井戸連合長（兵庫県知事） 

 関西広域連合というのが３年近くたちまして、それなりに皆さんから理解をされて

きているのかなという思いと、まだまだ、もっともっと理解を深めるための活動を展

開しなくてはいけないのではないかという思いと相半ばさせていただきました。 

 私のほうから簡単にコメントさせていただいて、思いつくままコメントしますので、

もしかすると相当の漏れがあるかもしれませんが、それは各委員のほうからお答えを

させていただくことにしたいと思います。 
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 まず、伝統的な産業の代表であります堺の刃物、このような匠の技をどう今後の産

業構造に生かしていくかということは非常に重要な課題だと思っております。私ども

の県でも、三木の刃物が堺に対抗すべく頑張っているのでありますが、とても堺には

かないませんけれども、そういう中で、一般的な対応だけではなかなか生き残れない

んじゃないかという面もありますが、一方で、非常に刃物のようなかたい鋼鉄の作り

方自身が新しい活用をされる分野が広がってきているという両面がございます。その

ような意味で、私ども関西広域連合としても工業技術センターなどの試験研究機関を

もう少し統合して、得意技ごとに再編整理することも考えられないかというようなこ

とも一つ視野に入れながら、今、ご指摘いただきました伝統分野のいわばこれからの

未来産業に対する活用というような視点を入れて検討を進めていければなと思ってい

る次第でございます。そのときにどんな研究開発グループを作っていったら、さらな

る方向が進化していくのか、これも少し研究させていただきたいと思っております。 

 それから、神戸空港をもっと活用しろというご意見をいただきました。国の空港同

士ということで、関空と伊丹が新関空会社で運用されているわけでありますが、既に

伊丹空港についても、来年４月からは国内長距離路線ではありますが、12便増便にな

るというような新しい展開も始まりつつあります。次はやはりコンセッションの前に

神戸空港を入れるのがいいのか、入れないのがいいのかという議論もありますが、コ

ンセッションの後、必ず神戸空港も一緒にしないと付加価値が高まらない。関西全体

としての空港需要に対する対応が十分ではないのではないかという意見が出てくるの

は当然でありますので、そのような意味で、我々もどっちで動くのがいいのかという

のを見極めたい。つまり、先なのか後なのかを見極めながら、三空港一元運用に向け

て努力をしていきたいと考えているものでございます。 

 それから、京都が日本の観光のいわば一番の外国人観光客の目標だということは共

通理解なんでありますが、第二のディスネーションをどこにするか、そのための努力

をしなきゃいけないのではないかという点については関西全体としても取り組んでい
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るわけであります。いろんなモデルコースも作りながら取り組んでいるわけでありま

すが、関西だけでいいのかという問題も日本的に考えるとあるわけでありますが、東

京から呼んでくる場合には、京都をネタにさらに関西に足を伸ばしていただくという

ようなことを基本に、さらにプロモーションを強化していきたいと思っております。 

 それから、広域医療の推進についていろんな提案をいただきました。そのような意

味からすると、関西の良さをもっと売り込まないかんというときに、健康とか医療の

先進性ももちろん売り込みの一つに十分つながるし、世界に対しての売り込みの一つ

にもなるのではないかと思っております。 

 それから、阪神・淡路の経験を踏まえた上での南海トラフ対策についてお話しいた

だいたわけでありますが、自主防災組織が活躍しなくてはならないのでありますけど

も、自主防災組織のマンネリ化ということもありますので、いかに自主防災組織がい

ざというときに機能してもらうか、実践的な防災訓練を繰り返さなきゃいけないし、

それから地域における防災士としての専門技能を持っておられる方々のリーダーシッ

プをどう生かしていくかというような点についても、これからよく市町ほうともご相

談もしながら取り組んでいきたいと思っております。 

 それから、自治会活動の中での災害対策、要援護者対策などについても、自治会と

しての活動ぶりについて、あるいは避難訓練などについての役割などについてもご披

露いただきました。具体的な活動それ自身は、市町と一緒にやって具体的に提案をし

ていかなきゃいけませんけども、各府県とも、例えば要援護者対策などについてはガ

イドラインを策定されて、そのガイドラインに基づいた詳細計画を市町と自治会と一

緒になって作っていただいて、それで、それに基づいた防災訓練をしていくというよ

うな活動を展開されていただいているはずでございます。まだ途中のところも結構多

いかと思いますが、そのような進め方をしながら推進を図っていきたいと思いますし、

自主防災組織と自治会活動との連携ということについても十分意を用いていかなきゃ

いけない、こう思っているものでございます。 
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 それから、関西が西日本の拠点でなきゃいけないというのは、我々自身が目指して

いることでありますが、西日本だけではなくて、できればアジアの拠点になりたいと

いうふうに願っているわけでありますけども、ハブといったときに何も外国との関係

だけじゃないぞというご指摘は十分意を用いていきたいと思いますし、分権が単なる

縮小化では意味がないんだというご指摘もそのとおりだと思いますが、結局、今のよ

うな価値観が多様化して、いろんな地域地域での課題が違っているような時代で、東

京一律の発想と、東京一律の基準に基づく手法というのが適合性があるんだろうかと

いうところから、分権ということが言われてきている。そして、そのほうが活力を持

ち得るのではないかということで主張しているわけでありまして、ある意味で東京の

余りにも力の強さに対して地方が少し異議を唱えつつあるというのが今の実情ではな

いか。ご心配いただくように、縮小させるための活動を展開しているつもりはござい

ません。 

 それから、優先順位を明確にした災害対策をもっと進めるべきだ。これは今の広域

連合で作っております減災プランそのものも、メニューが上がっておりますけれども、

実を言いますと、メニューの優先順位とシナリオ化が十分できておりませんので、こ

れからの課題はそのようなメニューだけではなくて優先順位やシナリオ化が必要だと、

このように思っている次第でございます。 

 それから、もう一つは新幹線との関連での関西のご指摘はそのとおりだと思います

し、リニアの問題については、ようやく、国土強靱化の委員長であります二階先生が、

大阪まで乗り入れるんだったら国が出ていかなきゃいけないんじゃないかというよう

な意見まで出てきておりますので、このような動きも踏まえて行動していきたいと考

えております。 

 それから、子供たちに体験教育を通じながら一体感を出させていくべきじゃないか

というお話はごもっともだと思います。ただ、関西全体としても非常に広いですし、

大勢の子供がおりますので、どういう取り組みをしていくのか、広域連合として一つ
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のプログラムなどの提案をして、各県や各市町が取り組んでいただくというような方

法もあるかもしれませんので、これはご意見をどう具体化するか研究させていただき

たいと思います。 

 それから、本四道路の全国プール制への移行に伴う四国と関西との交流促進につい

て今から考えておけというご指摘はごもっともだと思っております。問題は今、ＮＥ

ＸＣＯのいわゆる本道高速道路の割引が今、５割引きになっているのでありますが、

縮減せざるを得ないんじゃないかという動きの中で、本四道路の割引をどのように取

り扱うのかというのが焦点になっておりまして、我々はＮＥＸＣＯ、つまり本土道路

と同じ対応をしろということを強く要請しているのでありますが、ぜひこれは地域で

力を合わせて実現をしていきたいと思っております。何も本土道路よりよくしろとは

言わないと。しかし、本土道路並みにしろということを強く主張しているものでござ

います。 

 それから、広域計画で市町村がメリットを享受できるような広域計画を作れという

のは非常に難しい宿題でありますが、市町村にも関連しているんだということをどう

表現していくかということだと思いますので、工夫をさせていただきたいと思います。 

 それから、地域スケールについてお話をいただきましたが、これはなかなか難しい

課題です。特に淀川水系、琵琶湖等、これはだけど広域連合のような広域自治体で、

しかも利害が反するかもしれない仲間が一体となって同じ問題に取り組むことによっ

て解決を図っていかなくてはならない課題なんではないかと、このように思います。

現に今回の台風18号でも、洗堰が一定時間、閉鎖されました。その閉鎖に伴って琵琶

湖の水面が計算上は10センチぐらい上がったと言われているんでありますが、その10

センチの、もし何らかの問題が引き起こしているんだとすると、それに対する対応を

どうするのか、これは広域的な課題として取り組まなきゃいけない課題ではないか。

それができないようだと、いわば広域連合の役割は意味がなくなってしまうというこ

とになるのではないかと心得ております。 
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 それと、懐かしい未来像を関西は提示していったらいいんじゃないかとなりますと、

そうすると、京都・奈良イメージだけが残ってしまいそうですので、懐かしいという

言葉だけでは整理しにくいのかなとは思いますが、趣旨はよくわかりますので、相談

をしてみたいと思います。 

 それから、災害医療コーディネータが要るんじゃないかという話、これは前から随

分指摘を受けていることですし、コーディネータを置くかどうかはともかく、コーデ

ィネータ機能は必ず要ると思います。このコーディネータ機能をどう果たしていくの

に最適な仕組みとか仕掛けっていうのはどうあるべきか、これはもう少し議論を我々

は重ねていきたいと思っているんです。コーディネータを置いたほうが機能するとい

うことならば置いていくということに結果としてなるのではないかと思います。 

 それから、起業の問題を指摘されました。これは阪神・淡路大震災の後、全国に比

べまして兵庫の起業率と廃業率が全国平均の３倍ぐらい。あの当時で全国平均が2.5

ぐらいであった起業率、廃業率が８％とか６％とかっていう高い新陳代謝を示したこ

とがありました。それはやはり震災復旧復興に対する地元の取り組みの現れだとか言

ってきたんでありますが、今、本当に低い率になってしまっております。兵庫でも非

常に低い率になってしまっております。これをどういうふうに、特に起業を促進する

か、これは大きな課題で、来年度の兵庫県でも促進のための施策を少し考えていると

ころでありますが、新しい分野だけではなくて既存の分野でも構わないんですが、自

分で仕事をするということに対して望ましい社会行動なんだという雰囲気を作ってい

くことも必要なんじゃないかと、そんなふうに思っておりまして、だとすると産業振

興のいろんな計画だとかプランの中に、起業の重要性というのを強調していくことも

必要だと、このように思っているところでございます。 

 それから、カワウの効果が出てきているという話がありましたが、まだ、どうも加

古川には出てきてないようでありますが、ところが本拠地がやられれば、我々も第二

次基地をやっつけようというつもりで準備を進めているところであります。 
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 それから、シカの数え方、確認の仕方、これは非常に難しくて、兵庫県ですと歯な

んですね。本県は歯。それで今、顎だとか尻尾だとか、いろんな確認の仕方があるよ

うなんですが、これは現場の人たちのいわば刺殺したシカの処理の仕方と関連します

ので、なかなか統一は難しい面もないわけじゃないと思いますが、おっしゃいますよ

うに、カウントがちゃんと正確にできているのかどうかということでありますので、

一度俎上に上げさせていただきたいと思います。 

 それから、野生動物と人間との関係、おっしゃるとおりだと思います。私どもの山

奥の地域では、黒い森が集落に迫ってくると野生動物が自分たちの部落の中に徘回す

ると。黒い森というのは人工林なんですね。だから、人工林がその集落の近くに及ん

でくるようになってくると、野生動物が出没する環境になっちゃったということなん

で、それで今は私どもは、集落の周りにバッファーゾーンをずっと回そうと、ちょっ

とお金がかかるかもしれませんが、それぐらいの少し迂遠かもしれないけれども、し

かし単に柵をつくるだけじゃなくてバッファーゾーンを回そうかというようなことを

やっておりまして、これはさらに進めていくというのも、これは緊急避難対策ですが、

おっしゃいますように、一番望ましいのは、人と野生動物との生活空間を離す。それ

ぞれが生活できるような生活空間を作るということですので、これは森林動物研究セ

ンターのほうでもいろいろ研究してもらっているんですけれども、今のところはどち

らかというと対策のほうに追われていまして、恒久対策のほうになかなか手が回って

いませんので、あわせてご指導をよろしくお願いしたいと思っております。 

 勝手に私、話してしまいましたので、それぞれ各委員の皆さんから私の意見が違っ

たら違ったと言っていただいて結構でございますので、ご意見やお答えをいただきま

したら幸いです。 

 

○仁坂副連合長（和歌山県知事） 

 私は副連合長ですが、広域インフラとそれから広域農業なんかを所管をしているわ
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けでございますので、その観点からお話し申し上げたいと思います。 

 会長さんから、国土形成計画に是非それを先取りするような形で働きかけをしてい

けというお話がありまして、私たちもかねてからそういうふうに思っております。具

体的な行動で、どんどんむしろ政府を取り込んでいくという気概でやっていきたいと

いうふうに思っております。 

 次に、神戸空港を関西空港の補完にとか、関西空港を中心とするような議論だった

と思いますが、空港論がありました。それについてはまとめて申し上げたいと思いま

す。 

 空港論でよくありますのがオープンスカイとそれからハブ・アンド・スポークの両

方の議論があると思うんです。最近よく私も仲よしの経済学者なんかはそうなんです

けど、オープンスカイだけでいいんだというふうな議論もあるようなんですけど、私

は、関西空港に関していうと、あるいは関西の立ち位置を考えると、やっぱり関西空

港のハブ・アンド・スポークはちゃんと完成すべきだというふうに思ってます。 

 なぜかというと、近隣のところを自由自在に行き来するだけじゃなくて、日本の玄

関口の一つとして違う大陸との間の長距離便もここへ呼んできたい。集中的に呼んで

きたいと思ったら、ハブになりたいということだと思うんですが、そうするとスポー

クスも要るということだと思っております。そういう意味では関西空港しかハブ空港

になるところはないので、これの機能を壊さないようにしてうまいことやらないとい

けない。その限りにおいて、例えば神戸空港もそうですが、徳島空港もあるし、和歌

山にもリゾート空港ですが、南紀白浜空港なんていうのがあって、こういうのをその

限りにおいて一生懸命みんな頑張るということではないかと思います。 

 どうやったら壊すかというと、要するに今、辛うじて国内ハブができているやつを、

せめてつぶして別のところへ持っていくというようなことはやめようと。特に長距離

便はちゃんと置いておこうというようなことではないかな。それが委員が言われた、

西日本だけはちゃんと支配下におさめろというようなことになっていくのかなという
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ふうに思っております。 

 それから、もう一つ、広域インフラの密度が関東と関西では全然違うと。まさにそ

のとおりでありまして、もともと違うやつがもっと違うようになりかねないというの

が、まさに委員が言われた北陸新幹線と中央リニアだと思います。全部東京から延ば

していって、それで次々とむしろ関西とのつながりの強かったところの経済圏まで東

京中心にして再編していく可能性がある。 

 広域インフラというのは、その地方の経済関係を変えていく条件になっていくと思

うんです。今日議論されているような関西全体の議論よりも、もっとプリミティブな

原始的な方法で、私の故郷の和歌山県なんかは、チャンスを次々と奪われてえらい目

に遭っちゃったという歴史があるわけで、それは関西としても全体として東京圏、あ

るいはひょっとしたらアジアの幾つかの国々に対してその条件はちゃんと整えておか

ないと、まさにチャンスが奪われていくということになっていくと思っております。 

 特にそういう点では、近々の危機感としては、北陸新幹線を早く関西にもつなげな

きゃいけない、それから、中央リニアも名古屋でとめられてはたまらんので、同時開

業を是非やってもらいたいというふうに言わないといけない。これが大変死活的な問

題だろうと思います。 

 前者について言えば、関西でいろいろ議論はあるんですけれども、まとまってとり

あえず米原のところでつないでもらおうじゃないかというような意見を統一して、政

府とこれからギリギリやっていくというふうな動きになっております。 

 中央リニアについては、委員が言われたようなことは私は正しいことだと思ってお

りますけれども、しかし大事なことは、やっぱりさっさとつないでしまうということ

なんで、いろいろわあわあ言って、その結果、関西の中でもめているから、そんなも

ん作れるかというふうになったらこれはまずいなという意味で、あっちだこっちだと

いうような話はおさえて、とにかく早作れということが関西全体にとっての死活問題

ではないかなというふうに思うんです。 
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 そういう意味で、我々も問題対応的にだけやっていたらいけませんので、先ほど井

戸連合長から説明がありましたように、広域交通インフラの基本的な考え方とそれに

基づくグランドデザイン、そういうものを書いて統一の目標にしようというふうに思

っております。 

 広域インフラの基本的な考え方については大きく分けて三つありまして、これは簡

単にまとめているんですけども、非常に万感の思いを込めて作っておりまして、一つ

は関西の大都市圏の実現ということで、その大都市圏から域内及び近隣の地域までう

まく繋がるようにインフラを整備しようということであります。 

 例えば、空の玄関から３時間以内で大体のところに行けるようにしようとか、ある

いは陸の玄関の新大阪から３時間以内で行けるようにしようとか、海の玄関の阪神港、

舞鶴港、境港、姫路港から３時間以内で行けるようにしまうとか、そういうふうに設

定していこうじゃないかと。 

 それから、２番目に地域を総合的に活用できる最低限のインフラというのは作って

おこうじゃないかと。医療とか教育とかのナショナルミニマムを考えるし、経済活動

の基本的なチャンスを関西広域全体に保証するようなものを考えようねと。 

 それから、３番目にこれは自然災害が当然起こるわけですから、それに対してリダ

ンダンシーの確保とか災害への備えとか、そういうことも配慮しておかないかんとい

うようなことで、実は広域の道路、高速道路ネットワークについては大体意見が統一

されて、グランドデザインができています。あとは鉄道はいろいろ議論があるんで、

まだ少し意見が分かれているので、統一化ができない。 

 それから、港も少しずつ話し合いの輪が広がっていると、こんな感じだろうという

ふうにご理解いただきたいと考えております。 

 それから、今日は農業の話がほとんどなかったんですが、ちょっとお話がありまし

た。動植物に対する理解とそれから愛情が人一倍強い一方で、時として大量に人間と

動物の共存のためにたくさん殺さないかんという立場にいらっしゃるということは本
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当に私は敬意を表して感じております。その意味で、まさに最後におっしゃった農業

を盛んにするということが、鳥獣と上手につき合うということになると、全くそのと

おりだと思っております。 

 昔から農業の、特に山奥の農業をやっている方が、同時にほどほどに猟をするとい

うことをやってこられて、その方々が今、ものすごく消滅しつつあるわけです。ある

いは特に山間地を中心とするような耕作放棄地があって、これはイノシシなんかのブ

リーディングポイントになっているわけです。これなんかはものすごくまずいという

ことで、やっぱりこの辺を立て直していくということが動物とうまくつき合うという

ことにもなるのかなと。全くそのとおりで、頑張っていきたいと思っております。 

 あわせてこれは言われなかったことなんですけれども、本来、自然を愛する、ある

いは動物を大事にする、あるいは森に返そうというような動きに関心のある方が、例

えば、森の中で柿をむいて置いておくとか、ミカンをむいて置いておくとか、それか

ら栗林を作ってあげようといって、その栗林は実は里栗で、山栗ではないと。という

ことは、味をがんがん覚えちゃうわけです。それから、森を復活させるんだと、栄養

をつけるといってギンナンだと言って、イチョウを山の中に植えるとかむちゃくちゃ

なことをするやつがたまにおって、やっぱりみんなが、正しい知識で動物と対処しな

ければ、元の秩序は回復しないなというふうに思っております。つけ加えて申し上げ

ます。 

 

○山田委員（京都府知事） 

 京都府の山田でございます。私は、関西広域連合では観光・文化関係を担当してお

りまして、そうした中で観光・文化についても幾つか意見を出していただきましてあ

りがとうございます。 

 ただ、その中でやっぱり思いますのが、関西広域連合というものの性格と限界とい

うものを常に我々は感じざるを得ないときがあります。つまり親元になる都道府県と
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いうものの、ある面では一部を持ち寄って作っているということから、常に元の都道

府県との関係を意識していかなきゃなりませんし、構成メンバーからの限定もあると

いうことであります。 

 そうした中で、今回、幾つかご指摘いただきました。例えば、観光という側面から

インフラを見た場合、どうなのかというと、非常に我々としては厳しい実態がありま

す。京都の観光客を各地域へというんですけれども、一番困るのは関空の場合にはア

クセスが非常に悪い。それから、確かに神戸空港は使えていない。また、中央新幹線

についても、観光という側面から議論というものは全くなされていない。これは産業

化も一緒なんですけれども、こうしたインフラに対して観光という側面からのアプロ

ーチは今できていない状況であります。 

 同じように、これは委員からもご指摘がありましたように、青少年の育成と観光と

か、環境問題と観光を結びつけていくとか、こうした問題についてもなかなか議論が

できておりません。文化のつながりといったこういったものについては、まだまだこ

れからであります。ですから、今、何ができているかと申しますと、まず関西という

ものを売り込むこと。特に関西という名前自身の知名度は低いわけでありますから、

そうした点において関西を売り込まなきゃいけない。それからは、関西のよさを売り

込もうじゃないか。ことしは食博を中心に関西のよさ、食の話が出ましたけれども、

そういうよさを売り込んでいこうじゃないか。そして、幾つかのルートを設定して、

少なくとも観光としてのつながりは作っていこうとか、人形浄瑠璃を中心とした道を

作って、それによって関西の文化のつながりというものをアピールしていこうじゃな

いかという、ここまでは出来ているわけであります。 

 ただ、私は、大事なのは、今日幾つかご指摘がありましたように、関西広域連合の

役割がまだまだ十分わかってないんじゃないかとか、知られてないんじゃないかとい

うご指摘がありましたけれども、実は今、言ってきたようなインフラについてのあり

方ですとか、青少年の育成とか、環境問題のこうしたつながりを議論する場がここに
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あるということが大切だと思っております。それを生かしていくことがこれからの関

西広域連合というものの大きな発展の基礎ではないかと思っております。 

 例えば、確かに青少年のほうはできてないんですけれども、高齢者の健康づくりの

問題とスポーツ観光というものをあわせていってはどうかということで、ワールド・

マスターズ2021年招致へということで動きが出てきております。 

 それから、先ほど仁坂委員からもお話がありましたように、北陸新幹線につきまし

ては、米原ルートでどうであろうかということを、これは経済面とかさまざまな問題

をクリアして、多分、１年もかからないうちに関西広域連合の中では議論をして結論

をつけております。こういう方で次第に土台ができ上がっている部分がありますので、

先ほど提起した問題についても、私はやっぱり積極的に議論をしていって結論を出す

べきじゃないかなというふうに思っております。 

 中央新幹線の問題につきましては、私は委員のご質問のとおりだと思っております。

そして、これは北陸新幹線と中央新幹線は、ともに昭和48年の告示で決まったもので

ありまして、北陸新幹線のほうはしっかりと関西で議論をして、当初、国のほうが決

めた小浜ルートに対して関西はそれと違うルートを提供しております。 

 では、なぜ中央新幹線のほうは、先ほど仁坂委員が言ったようにできないかと申し

ますと、これは関西広域連合の限界であります奈良県がここに参加をしていない。し

たがいまして、この場で議論をすると京都の一方的な議論だと言われてしまって困っ

てしまうという現状がありまして、我々としては、しかし、それをどこかで乗り越え

ていかなければいけないんだ。ただ、やみくもに引いてしまえばいいんだという問題

では私はないというふうに考えておりまして、そうでなければ本当の意味で関西広域

連合が関西の皆さんに対してしっかりとした選択の土台を示すことはできないんじゃ

ないかなというふうに思っておりまして、この問題はしっかりと議論をして、できれ

ば奈良にも入っていただきまして、お互いの言い分をやって、北陸新幹線は本当に半

年ぐらいで何とか取りまとめたわけでありまして、むしろまとまらないのであれば、
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まとまらない理由をきちっとつけて示していくというのが政治に携わる者の責任じゃ

ないかなというふうに思っている次第でありまして、これは琵琶湖の問題も一緒だと

いうふうに思っております。まさに琵琶湖の上下流でいろいろな争いがあり、問題が

ありますけれども、それについてもしかしたら一致しないかもしれない。でも、一致

しなくても、その一致しない理由というものをしっかりと議論をして、住民の皆さん

に公開できる場というものが今まではなかった。この関西広域連合はそれを議論して、

最終的に住民の皆さんが選択をできる、そういう土台をつくることに私は大きな意義

があるのではないかなと。そして、それが政治というものの責任ではないかなという

ふうに感じている次第であります。 

 そうした点では、関西広域連合というものが今までできてきたこと、そして、これ

からやらなければならないことを意識していくことによって、私たちは関西広域連合

の役割というのは大変大きなものにしていくことができるんではないかなと思ってお

りますので、また、そうした面からのご意見をいただければありがたいというふうに

思っております。 

○飯泉委員（徳島県知事） 

 広域医療を担当しております徳島県知事の飯泉でございます。 

 まず、医療の関係、連合長からも大きな概略は答弁をさせていただいておりますが、

がんの三点セット、このお話をいただきました。特に、がんの三点セットの中でも、

今、どんどん進んでいるのが放射線治療です。リニアックの場合には、どうしても当

たった表面、ここをかなり破壊してしまう。これを何とか回避することはできないだ

ろうかということで、重粒子線ですとか、あるいは陽子線治療、こうしたものが今ま

だ保険の適用にはならないわけでありますが、進んできているところです。 

 しかも、陽子線と重粒子線をともに使えるのがこの関西広域連合のエリアにあるん

です。連合長のもとにあります兵庫県立の粒子線医療センター、こちらがあります。

さらに同じ連携県となっている福井県、私も視察をしてまいりましたが、ここに福井
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県立の陽子線治療センター、こちらがあるわけでありまして、こうしたところとの連

携をしっかり図る。あるいはこれまでもいろいろな放射線治療についてのすばらしい

診療事例を掲げている病院がたくさんありますので、こうしたものの共有化を図って

いくと、こうしたもので進めていきたいと考えております。 

 また、そうした中で、今度は小児がん、これも今年の２月でありますが、国のほう

から小児がんについてのいわゆる拠点病院の指定が行われました。全国で15です。し

かし、この全国で15指定されたうち、何とこのエリア内に五つ、もちろん京都を初め

あるわけでありまして、こうした小児がんについても、しっかりと我々としては進め

ていければと考えております。 

 次期の医療計画は平成26年度から３ヵ年となっておりますが、こうしたがんの治療

の連携の問題、あるいはさらには広域の救急医療として小児周産期の問題、また緊急

被爆医療、こうした点についても我々としてはしっかり計画に位置づけ、そしてこの

関西広域連合のエリアの資源といったものを2,000万府民・県民の皆様方のために活

用できればと、こうした形で進めたいと考えております。 

 よろしくお願いいたします。 

 それから、もう一つは総合診療医のお話をいただきました。テレビなどでもドクタ

ーＧということで、なかなか人気を博す番組となっておりますが、この総合医、総合

診療専門医の制度がいよいよ平成29年度から19番目の専門医としてこれがスタートし

ます。この平成29年度というのは、我々はよく考えてみますと、いわゆる総合医とし

て例えば過疎地域の医療、あるいはこれから在宅医療が中核となってまいりますが、

こうしたところのお医者さんを育成してきたのが今までは自治医大だけだったんです。

しかし、平成21年度から各国立病院、今は独立行政法人になっておりますが、そちら

のほうで地域枠ということでこれがスタートをしました。この皆さんが６年間を卒業

して２年の初期臨床を終えて出てくるのがちょうど平成29年度からということになり

ます。地域医療の崩壊対策として、全国でこの地域枠の皆さん方を、今、育成をして



－40－ 

いるところでありますので、我々としてはこうした総合医の育成、しかもその研修を

もちろん構成府県独自でやっていくわけでありますが、せっかく関西広域連合を組ん

でいるわけでありますので、こうした点についても連合としてしっかりと合同研修、

こうしたものも行っていければと考えております。 

 また、和食のお話もいただきました。今まで長寿社会日本というふうに言われたわ

けでありますが、ただ単に寿命が長いというだけではなくて、これからは介護を受け

ることなく自立をして、そして長寿を全うできるという健康寿命が日本もようやく注

目をされるようになりました。 

 和食といえば健康食と同時に、やっぱり関西だろうと。先ほど、プロが使われてい

る庖刀の95％はメイドイン堺だと、こうしたお話もありました。こうなってまいりま

すと、東京オリンピックに向けて和食が全世界的にももてはやされてくる。関心が高

まる。そうなると、そうした皆様方に和食を食べに東京ではなくてそのメッカである

関西に来てもらおうという形での、そうした観光面、文化の面はもとより健康食で売

っていくという、そうした新しい観点からの医療観光といいますか、そうしたものも

我々としては取り組んでいくべきと、このように考えております。 

 また、こちらは連合長からも少しお話をいただきましたけど、いわゆる災害医療コ

ーディネータの話が出ました。もとよりこれはカウンターパート制度という形で、東

日本大震災発災のときに、我々徳島を初めとして広域災害を担当している兵庫県など

とも連携をする中で、災害医療のコーディネータが要る。特に応援はもとより、受援

の体制というものがなかなか難しいということで、災害医療コーディネータ制度を逆

に関西広域連合から国に提案をして、今では全国の制度になってきているということ

であります。 

 では、この構成後、７府県全部に医療コーディネータができているかというと、実

は今、136名コーディネータができておるところでありますが、まだ５府県なんです

ね。しかし、今年度中には残りの２府県にも災害医療コーディネータが配備をされる



－41－ 

ということになっておりまして、先ほどご紹介をいただきましたように、昨年は兵庫

県、そして今年度、年明け１月25日、26日となりますが、これは徳島県で災害医療コ

ーディネータの合同研修、こちらを実践さながらに行っていきたいと考えておりまし

て、それぞれの構成府県と、そして関西広域連合と連携をする形で、もちろん今後、

広域連合としてそうした災害医療のコーディネータを持つかどうかというのは、これ

からの検討課題、連合長が申し上げたとおりでありますが、しっかりと取り組んでま

いりたいと考えております。 

 そして、バイオリージョナルのお話をいただきました。先ほど山田委員のほうから

もお話がありましたように、実は関西広域連合全体では、どちらかというとカルチャ

ーリージョナルと言ったほうがいいのかもしれませんが、ちょうど淡路島、何と言っ

ても浄瑠璃のメッカであるわけでありまして、実はこの６年間で日本の最大の文化の

祭典である国民文化祭が何と３回はこのエリアで行われたんですね。 

 平成19年度が徳島県、平成23年度が京都府、また平成24年度が徳島ということで、

平成19年度の徳島での国民文化祭のときに淡路島の皆様方、全国で浄瑠璃を扱われる

皆様方にサミットとしてお越しをいただきまして、その後も京都で、そして徳島でと、

浄瑠璃街道、お話がありましたが、こうした形で関西広域連合を越えて福井県、三重

県、奈良県の皆様方にも一緒に入って行っていただいている。まさにカルチャーリー

ジョナルと言ってもいいのではないかと、このように考えておりますので、これから

関西広域連合としては文化、観光、こうした点でも同じエリアとしてさらにその外周

部、あるいは先ほど課題となっている奈良県という話がありましたが、文化の点では

常に奈良県もそうした参画をしていただいておりますので、我々としてもしっかりと

取り組んでまいりたいと思います。 

 そして、最後となりますが、関西における新幹線のあり方、ご提案をいただきまし

た。実は関西広域連合はもとより全国知事会におきましても、大きく三つの方向で未

来ビジョン、これをまとめたところであります。 
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 一つはもちろん東京一極では、例えば、首都直下型地震がそう遠くなく来るであろ

う。富士山も爆発するんではないか。こうした中で、もしその場合には我々関西が首

都機能を受け持たなければいけない二眼レフ構造への対応。 

 それから、もう一つはお話のとおりです。東海道新幹線、あるいは山陽新幹線しか

ない。つまり代替手段がない。リダンダンシーの対応が要るであろうということで、

この未来ビジョンの中では、山陰新幹線、あるいは四国新幹線、こうしたものの位置

づけを具体的に既にさせていただいているところであります。 

 それから、アベノミクス３番目の矢、いわゆる新技術の話として、今、新幹線の争

奪が全世界で行われています。しかし、トルコであるとか、インドネシアであるとか、

南米、多くの地震国においてヨーロッパ型の新幹線はなかなか不向きである。やはり

地震大国日本の中で時速300キロ、リニアであれば500キロ、こうした高速で大丈夫だ

と。これからは免震構造ならぬ制振構造で新幹線リニア、これを作るべきである。そ

して、これを技術として売り出していく、こうした観点で、我々としてはこの三つの

方向性でこの関西における新幹線、これをしっかりと整備をすべきと、国にも繰り返

し提言を行っていこうと考えておりまして、既に和歌山、大阪、徳島、兵庫など、ま

た四国の残りの３県、そして九州の大分、そして宮崎、こうしたところもオブザーバ

ーとして加えながら、新たな第二国土軸といったものを国土強靱化という観点の中か

らもしっかりと打ち出していこう、この関西の地からと、このように考えております

ので、これからも、いわゆる学術の点でもぜひご支援をいただければと思います。 

 

○西嶋副委員（滋賀県副知事） 

 西嶋でございます。嘉田知事の代理で出席いたしております。よろしくお願い申し

上げます。 

 委員のご意見で環境保全をテーマにした環境学習の交流についてのご提言がござい

ました。本県は広域環境保全を担当いたしておりますので、簡単にお答え申し上げま
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す。 

 今回の次期の原案の中に、新たに環境人材育成の推進というものを掲げてございま

す。この中で地域の特性を生かした交流型環境学習、これも掲げているところでござ

います。 

 「うみのこ」の例示をいただきました。本県は、1983年から今年でちょうど丸30年

を迎えます。全国で唯一環境学習船を持っております。既に47万人の小学５年生を乗

せておりまして、単純に割り返せば、滋賀県の３人に１人は乗っているということに

なります。この辺でもちろん本当に少ないんですけれども、下流の子供様にも乗って

いただいております。 

 現在、この船について、近々、新船を建造するというような方向も準備をいたして

おりますので、それにつきましては、是非ともまた広域でいろんなこのような取り組

みができますように、そして広域的な環境人材の育成と、それがまた観光なりエコツ

ーリズムに、関西の一体化の醸成につながるように努力してまいりたいと思います。 

 それから、カワウ対策につきまして大変心強く受けとめさせていただきました。広

域に移動して被害をもたらしているカワウにつきましては、おっしゃいましたように、

広域での生息動向や被害状況等を継続的にモニタリングしてこそ効果的な防除対策が

打てるものと考えておりますので、手を抜かずに頑張ってまいりたいと存じます。 

 それから、シカの捕獲個体の確認方法についてでございますけども、先ほどご指摘

がございましたように、現在、各府県での取り扱いが異なっております。いわゆる確

認の部位、耳であったり、歯であったりございます。それからまた写真の撮り方、あ

るいはマーキングのあるなし、それもそれぞれ統一がとれておりませんので、これに

つきましては効果的な捕獲事業の適正な推進を図るという観点からも、先ほど連合長

も言われましたけども、ぜひ俎上に上げて検討を進めてまいりたいと存じます。 

 それから、委員提案の中にもお触れいただきまして、それから連合長、それから山

田委員のほうからもお話がございましたけども、今回の台風18号の件によりまして、
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琵琶湖の洗堰の全閉が41年ぶりに行われました。これで洪水を琵琶湖が受けとめたわ

けですけれども、いわゆる利水における琵琶湖のこれまでの機能というものにつきま

しては、いろいろ知られておりますけれども、このような洪水調節機能もあるという

ことにつきましては案外と知られていませんでした。これが一つの大きな教訓と示唆

を今回与えてくれたと思っております。 

 委員がおっしゃいますように、上流と下流が一体となっていろんな検討をしていく

こと、嘉田知事もそう申しておりますが、上流は下流を思い、下流は上流に感謝する

という気持ちを基本に、流域が一体となった河川管理が必要であると改めて思いをい

たしたところでございます。 

 琵琶湖、それから桂川、木津川、それぞれ治水・利水、環境、文化、生態系それぞ

れに恵まれた歴史・文化を持っております。そういう中で、改めて今回の状況から、

淀川水系の状況をきちんと検証して思いを新たにし、共有することから始めていけれ

ばと考えます。 

 

○小西副委員（大阪府副知事） 

 大阪府副知事の小西でございます。広域産業振興分野を担当しておりますので、い

ただきましたご意見についてコメントさせていただきたいと思います。 

 まず、新たなものを作り出す仕組みづくり、プラットホームづくりというお話がご

ざいました。そういう意味で取り組んでおりますのは、関西イノベーション国際総合

戦略特区だというふうに思っております。委員のほうからは、民間のプラットホーム

という話がありましたけれども、企業だけではなくて行政、それから大学研究機関が

協力してプラットホームづくりを進めていこうということでやってございます。 

 現在、40のプロジェクトが認定されておりまして、全国で一番の数になっておりま

す。 

 それから、この取り組みの中で要望しておりましたＰＭＤＡ、医薬品とか医療機器
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の審査機関ですけれども、これの関西支部がこの10月にグランフロントに設置をして

いただきました。それから、「けいはんな」の旧私のしごと館の無償譲渡の法改正も

行っていただきました。こういう意味で、関西総合戦略特区の取り組みというのは一

定程度前進してきているかなというふうに思っております。 

 さらに今、国のほうで戦略特区の具体化に向けた取り組みを進めておられまして、

この臨時国会に法案が提出されると。年明けには地域指定されるというふうに聞いて

おりますけれども、この点について連合長からもお話がございましたように、この９

月に関西広域連合としての提案をしたところでございますので、引き続き、こうした

取り組みを通じてイノベーションにつながる仕組みづくりを関西で展開していきたい

というように思っております。 

 それから、本四道路の料金一元化を契機にさらに交流連携を強めよと、こういうお

話がございました。そのとおりだというふうに思います。 

 広域連合でも大学の研究成果を企業につなげるフォーラムでありますとか、域内の

公設試験研究会の合同の成果発表会、それから大企業とのマッチング等の取り組みを

行っております。 

 それから、今年度はこの関西イノベーション国際総合戦略特区の効果を広域連合域

内に波及させる取り組みを進めているところでございますので、引き続き強化をして

まいりたいと思います。 

 それから、伝統産業の匠を生かすお話がございましたが、これは竹山堺市長がおみ

えでございますので、竹山市長にお任せをしたいと思います。 

 

○林副委員（鳥取県副知事） 

 鳥取県の副知事をしております林でございます。きょうは知事の平井委員が欠席し

ておりますので、代理で参加させていただいております。 

 鳥取県のほうは、山陰海岸ジオパークの活動の推進ということを分担しておりまし
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て、きょう直接のお尋ねとかご質問等はございませんでした。ただ、広域観光という

視点で、新しい生活視点でのおもてなしだとか、子供さんにそういうガイドとか、そ

うした視点をというお話がございました。 

 ジオパークの活動の中では、地域振興につながるようなジオパークの観光づくりと

いうものを進めておりまして、その中では、地域の皆さんに住民自身がよさを感じ取

るという活動を積極的に進めると同時に、そういうことを表に出していく。特に子供

たちや若い人たちにガイドとしての活動がしていただけるような、そうした取り組み

も進めているところでございます。そうした意味での新しい観光スタイルというもの

をジオパークの中で作っていく。そして、一つの関西の広域観光の中の目玉にしてい

けたらという活動を進めているところでございます。 

 それから、少し関連した話で、神戸空港の活用のお話がございました。今、鳥取県

の米子空港と神戸空港の間に12月20日からスカイマークが飛ぼうというような計画を

いたしております。そうしたことで関西と周辺の関西地域、あるいは国内との航空網

での整備を進めるというようなことの一助になると思いますが、最近、私どもの境港

という港がございますが、そこにクルーズ船がたくさん入ってまいります。そのクル

ーズ船の皆さんの中に、最近、若干裕福なところのクルーズ船からは、フライ・アン

ド・クルーズということを提案されております。クルーズで来て飛行機で飛ぶ。ある

いは飛行機で来てクルーズに乗り、次の地点まで移るという、そうした旅行形態がこ

れから進むよと。日本国内に入ってきても、国内移動はフライ、エアで行くというよ

うなこともあるということがあります。そうした意味でも、今回の我々にとりまして

も、神戸空港と境港に近接します米子鬼太郎空港が結ばれるというのは活性化につな

がると。こういう形は、これから関西の中でも出てくるのであろうというふうに考え

ております。 

 それから、関西の中での交通インフラというか、そうしたものの整備、特に高速交

通網とか、そういう話がございました。この辺につきましては、関西広域連合の中で
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も、山陰新幹線についても国に対して働きかけをしていただくような取り組みを今し

ているところでございます。そうした点でも充実を図るように取り組まれているとい

うことでございます。 

 あわせて、本日はご欠席でしたが、男女共同参画のお話の提案がございます。これ

については特段ご回答というわけではございませんが、皆様方にお伝えをしておきた

いと思いますが、関西広域の共同で、関西広域で考える男女共同参画フォーラムとい

うものを来年の１月17、18日に鳥取県の倉吉のほうで開催をするということで、秋山

会長にもおいでいただいて、そして医療・福祉、防災・環境保全、観光・文化振興、

産業振興とかいう、こういうあらゆる分野での男女共同参画というものの必要性につ

いて、関西広域全体で考えていきましょうという取り組みをするようにしております

ので、あわせてご紹介を申し上げます。 

 

○竹山委員（堺市長） 

 本日は協議会の各委員さんから大変貴重なご意見をいただきまして、今後、私たち

関西広域連合とともに関西を活性化していく非常にいい勉強になりました。どうもあ

りがとうございました。 

 私は、広域産業振興分野の副担当委員を務めておりますので、伝統産業の振興につ

いてちょっとコメントしたいというふうに思っております。 

 私は、伝統産業振興は、まさに地域のプライドであるというふうに思っております。

まさに堺のプライドが刃物や線香や注染和晒に伝わっているというふうに思っており

ます。 

 この振興につきましては、やはり堺ないし基礎自治体というところがしっかりと支

援していくことが大事であるというふうに思っています。それとともに広域自治体の

協力が不可欠であると思います。特に競争力のある産品に育てていく、この部分につ

きましては、それぞれの持っている工業試験所等々の連携も必要でございますので、
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そういう意味で競争力のある産品に育てていくことが大事であるというふうに思って

おります。 

 それともう一つは、資金供給の円滑化ということです。いわゆる中小企業、非常に

資金供給に困るところがございます。そういう意味で、府県の信用保証をしていただ

けるところとの連携みたいなのが大変大事になってくるというふうに思っております。 

 三つ目は販路開拓でございます。販路開拓も府県がそれぞれ持っている販路開拓、

そして関西広域連合も世界にそういうような事務所をそれぞれの府県が持って共同利

用するということもやっておりますので、そういうところも使いながら販路開拓して

いくということが非常に大事であるというふうに思っております。 

 まさしく伝統産業品、中小企業振興というのは、基礎自治体が本来担い得る業務と

広域自治体がその広域の機能を十分発揮しながら支援していく、この共同・連携とい

うことが非常に大きな位置づけを持っていくんではないかというふうに思っておりま

す。 

 それともう一つは、私どもの先ほどの話でもありましたように、刃物の分野でも、

全国的のみならず世界的に今、ブームになっておりまして、アメリカ・ニューヨーク

でも刃物ブームというのは今やっています。和食ブームでございます。それと、軌を

一にして刃物ブーム、そして堺の刃物というのが非常に今、売れております。そうい

う意味から、関西広域連合のこの機構を利用しまして、もっと発信していくべきだと

いうふうに思っております。 

 それともう一つ、私の分野ではございませんけれど、最近、気になったのが一つご

ざいます。近畿市長会のメンバーとして堺市は参加しておりますけれど、きょうはご

欠席でございますけど、近畿市長会の代表の市長さんがこう申されています。 

 この広域連合が市町村をより理解しようとする姿勢が欠けているんではないかと。

広域連合と市町村の信頼関係は、それが前提となって初めて可能となるということを

書かれております。私は、広域連合の趣旨は、まさに国がやっていることを広域連合
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に持ってきて、そして、より地域に密着した広域的な行政を国よりも、より機動的に

関西でやっていくというところに価値があるというふうに思っております。そういう

意味で、近畿の市町村の皆さん方にもっともっと理解を得る必要があるというふうに

思っております。 

 その中で特に国の省庁等のほうが基礎自治体に対して理解を示し、意見を聞いてい

ただけるというふうに認識しているというふうな議論に対して、私たちは明確に、や

はりそれは間違っているよと、広域連合でやったほうが、国の権限業務を広域連合に

持ってきてやったほうが、よりニアーイズベターで密着した行政ができるということ

ですとお示しする必要があるというふうに思っております。そういう意味から私は、

基礎自治体の長として、もっともっとこの関西広域連合と関西の市町村が密着して意

見交換をしていく、その必要がここにあらわれているんではないかというふうに思い

ます。 

 今後、私も基礎自治体の代表として、基礎自治体の皆さん方に広域連合のメリット

を十分説明したいと思っておりますし、皆さん方もぜひこの広域連合で、これだけ広

範な議論が行われていて、いろいろな議論を解決していくというふうなことを今やっ

ているということをお示ししていただきたいなというふうに思っているところでござ

います。 

 

○塚本副委員（京都市副市長） 

 京都市の副市長の塚本でございます。門川大作京都市長の代理で出席させていただ

きます。 

 貴重なご意見、聞かせていただきましてありがとうございました。皆さんのご意見

をお聞きしますと、やはり2020年の東京オリンピック、パラリンピックの開催という

のは、関西がこれから発展していく上に当たっての一つのキーワードかなと思ってい

ます。 
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 2019年にラグビーのワールドカップがありますし、また2021年には、誘致が成功す

ればこの関西でワールド・マスターズ・ゲームが開催されるということで、この３年

間、大変なスポーツのイベントがあるわけでございますが、それに当たりまして、今

後、関西の強みをどこまで生かして、どのようにやっていくかということが肝要かな

と思います。 

 先ほどからしばしば出ていますけども、和食ですね。ユネスコの世界無形文化遺産

に登録されることが決まったわけでございますけども、この和食を初めとする食文化

というのは、関西が食文化の宝庫でございまして、関西の大きな強みだと思います。

こういった食文化、また伝統芸能、伝統産業、伝統文化、こういったものも関西の強

みかと思います。また、まんがとかアニメとか、新しい、いわゆるクールジャパンと

言われている、そういったものも関西の強みかと思いますが、こういった強みをどこ

にターゲットを置いて、そして、いつまでにやっていくか。2020年まで７年と言いま

すが、長いようで大変短いと思います。この間にどういった工程表を作って関西全体

で取り組んでいくのか、これが重要かなと思います。 

 そして、もう一つ、ポスト東京オリンピックということで秋山会長からもお話がご

ざいましたけども、それも踏まえますと、やはりリニア中央新幹線を同時開業で関西

まで持ってくるということが極めて大事なことだということを再認識させていただき

ました。 

 そして、委員からもいろいろお話がございましたが、私も賛成でございます。40年

前に作られたリニア中央新幹線の基本計画、これは東海道新幹線の代替機能としてど

ういう役割を果たすかということで、しかもリニアということを想定せずに作られた

計画でございますので、改めてこのリニアを前提としてどういうルートでいいか、ど

ういうものをするかということをもう一度、国民的な議論をするべきだと思いますし、

また東海道新幹線にかわる国土軸でございますので、国の国家的なプロジェクトとし

てこれをやっていただきたいと思います。ＪＲ東海さんが国の財政的な支援が得られ
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れば検討するということをおっしゃっておりますが、一つ、ようやく言っていただい

たかなという感じもいたします。こういうことをきっかけにして、国として国民的な

議論を踏まえて検討を進めなければならない、かように考えております。 

 

○中村副委員（神戸市副市長） 

 神戸市の副市長の中村でございます。代理出席であることをお許しいただきたいと

思います。 

 神戸市は広域防災のほうのサブを担当させていただいております。その点から、防

災福祉コミュニティの取り組みのご意見を頂戴いたしました。 

 阪神・淡路大震災から18年が経過して、19年になろうといたしているわけでござい

ますけれども、もう神戸市民の４割は震災を経験してないという実情にあるわけでご

ざいまして、そういう観点から、あのときの経験というのをいかに後世に伝えていく

かというのも大変大きな課題になっておりまして、そういう場としてこの防災福祉コ

ミュニティというのが地域の活動という意味で大変重要になっていると、このように

考えております。 

 今日まで小学校区を中心として191の防災福祉コミュニティができ上がってござい

まして、年間にして延べで400回ぐらいの防災訓練というのが市内で行われてござい

ます。また、ＪＩＣＡとの連携によりまして、東アジアの研修生の皆さんが防災の研

修にお越しになるときには、必ずこの防災福祉コミュニティがカリキュラムの中の一

つに入ってございまして、そういう意味では、東アジアを中心として防災福祉コミュ

ニティのことも発信ができているという実情にございます。 

 ただ、連合長もおっしゃいましたように、少しマンネリ化があるんではないかとい

う課題も認識いたしてございます。実は魚崎防災福祉コミュニティというのは、市内

191のコミュニティの中でも最も活動が充実しているコミュニティの中の一つであら

れるわけでございますけれども、191の中には本当に活動の内容につきましてはさま
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ざまでございまして、その辺を今後どうしていくかということにつきましては、現在、

市のほうで検討委員会で先生方、あるいは地域の皆さん方にお入りをいただきまして

検討委員会を開始すると同時に、地域の主として中心になってくださっている皆さん

方に対するアンケートなんかもとりまして、今後のありようというのを再検討しよう

ということで取り組んでいるところでございます。 

 連合長がちょっとおっしゃいましたように、マンネリ化として、やはり人材の確保

というのが非常に大きな課題になっているわけでございまして、そういうところをど

うしていくかというのが今後の課題ということでございます。神戸のみならず関西広

域連合の中にもこういう取り組みというのが地域レベルで進んでいくことが何よりも

大切なことの一つではないかと、このように認識をいたしているところでございます。 

 

【会長】 

 どうもありがとうございました。以上で、予定の時間もまいりましたので、本日の

会議を終わらせていただきたいと思います。 

 委員の皆様には、追加の意見がございましたら事務局のほうへご提出いただきたい

と思います。 

 各委員の皆様、また各知事・市長の皆様方には丁寧なご意見をいただきまして、ま

ことにありがとうございました。 

 以上をもって終わらせていただきます。 


